1. 企業組織再編とは

　　　　　ⅰ.　企業の競争力の強化

　　　　　ⅱ.　不採算部門の分離による経営の効率化

　　　　ⅲ.　成長部門の集約化により経営資源の集中投下

　　　　　ⅳ.　会社間における事業部門の統合　　

　　　　　ⅴ.　他の企業における有力部門の取得

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等々を目的とした経営戦略　

2. 企業組織再編の手法

　　　　　　　ⅰ.　企業合併　　吸収合併

　　　　　　　　　　　　　　新設合併　　　

　　　　　　ⅱ.　会社分割　　吸収分割

　　　　　　　　　　　　　　新設分割　

　　　　　　ⅲ.　株式移転

　　　　　　ⅳ.　株式交換

　　　　　　ⅵ.　営業譲渡

　　　　

3. 企業合併
ⅰ.　新設合併・吸収合併とは

　　　　　　　　　　　　　新設合併とは、合併当事会社がすべて解散して一つの新会社を設立し、解散会社の財産及び従業員を引継ぐ合併形態である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　経済的・規模的に対等である会社同士の合併の場合

吸収合併とは、合併当事会社のうち一つが存続し、他の会社は解散して財産及び従業員は存続会社に引継がれる合併形態である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　経済的・規模的に優位の会社が存続会社となる合併の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　実務上は、ほとんど吸収合併のパターンである。　

　　　　　　　　　　　　　　　メリット　

1 企業間競争力を強化することができる。

2 経営資本投下の効率性を高めることができる。

3 コストの削減をはかることができる。

　　　　

· デメリット

1 社内システム整備の困難性・・・賃金・労務体系の統一、会計方法の統一化等々

2 決定権の二分化のおそれ

3 合併は両当事会社の財産・債務の融合のため、事業難等に陥った場合再度分割して、元の状態に戻すことは事実上不可能

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　ⅱ.新設分割・吸収分割とは　

会社分割とは、企業が事業の一部を切り離し、新会社として独立させたり、他の企業に承継させたりする制度である。

　そのうち、新設分割とは既存の会社（A社）から切り離される営業について新たに設立された会社（B社）が承継して事業を行う形態。

　一方、吸収分割とは、既存の会社（A社）から切り離される営業について既存の別会社（B社）が承継して事業を行う形態。

　　分割において、切り離された営業承継の対価として株式を発行し、割り当てる。

　この場合、割当先は、A社または株主のいずれかとなる。

· メリット

1 持株会社の移行手段として利用。営業全部の分割により、複数の新設会社として事業

の効率化をはかることが可能となる

2 成長部門を切り離してさらなる資本投下を集中的にすることができる。

3 不採算部門や弱体部門を切り離して経営の効率化をはかることができる。

4 経営支配権の争奪戦の紛争回避手段として利用できる。

5 合併と違い、会社は両当事者とも存続することができる。

6 一定の要件を満たせば、税制上の優遇措置を受けることができる。　　

　　　デメリット

1 営業部門の承継対価の困難性

　　　　　　　　　　　　ⅲ.株式移転とは　

株式移転とは、完全親会社（A社）を設立するため、完全子会社（B社）の株主の有するB社株式の全てをA社に移転し、A社の設立に際して発行されるA社株式を取得することにより、A社がB社の完全親会社となる関係を創設する制度。

　結果的に、A社がB社の株式をすべて取得し、B社の株主であったものはA社の株主となる。

　　　　　　　　B社株式　　設立　　　　　　　　　　　　　（完全親会社＝持株会社）

　　　　B社株主　　　　A社　　　　元B社株主　　　A社
　　　　　　　　A社株式及び　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　金銭の交付　　

　　　　　B社　　　　　　　　　　　　　　　　B社完全子会社
メリット

1 親子会社関係を実現することにより、グループ組織としての事業の効率化をはかることが可能になる

2 別組織のため、両当事者の存続が可能となる

3 合併形態でないため、社内システム整備の統一化を図る必要がない

4 一定の要件を満たす場合には、株式の移転に伴う譲渡課税が繰延べられる。

5 株式所有のみを通してのつながりのため、財産・債務の引継ぎを必要としない。

6 事業難等に陥った場合、当該株式の譲渡をするだけで両当事会社の関係を切り離して、株式交換前の状態に戻すことができる。

7 親子会社化に伴う資金調達は必要ない。あくまで自社の株式の発行による。

ⅳ.株式交換とは　

株式交換とは、完全親会社（A社）となるA社が発行する新株等と完全子会社（B社）となるB社の株主の有するB社株式とを交換することにより、A社がB社の完全親会社となる関係を創設する制度。

　結果的に、A社がB社の株式をすべて取得し、B社の株主であったものはA社の株主となる。

　　　　　　　　　　　　　A社株主　　　　　　　　　　　　　　　A社株主

　　　　　　　　B社株式　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　B社株主　交換　A社　　　　元B社株主　　　A社
　　　　　　　　A社株式（新株発行　　　　　　　　　　　　　　　　　　（完全親会社）　　　　　　　　

　　　　　　　　　　又は既保有自己株式）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

及び金銭の交付

　　　　　B社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（完全子会社）　

メリット

　　　　　株式移転制度に同じ

　　　　　　　　　　　　ⅴ.営業譲渡とは　

営業譲渡とは、企業が営業財産の一部を他の企業に承継させる制度である。この場合の営業とは、営業財産と営業活動の承継をいう。

　

メリット

1 会社内の一部営業部門の譲渡のため両当事者は存続することが可能となる。

2 不採算部門や弱体部門を切り離して経営の効率化をはかることができる。

　　

　デメリット

1 営業部門の承継対価の困難性

2 税制上は営業権の譲渡となるため、譲渡益に対しては時価により課税される。

3 商法上の制約により、譲渡した側は同一市町村及び隣接市町村内において同一の営業をすることができない。
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